
多面的機能支払制度 

 

１．令和７年度予算の状況について 

 ⑴ 農地維持支払 

   新規・再認定、継続組織すべてにおいて満額交付される見込みです。 

 

 ⑵ 資源向上支払（共同・長寿命化） 

   県は財政悪化を理由に、「令和７年度から資源向上（共同・長寿命化）におい

て、新規に取組みを開始する農用地は交付対象としない」との方針を示しました。 

  この方針により、当市においては長寿命化の内示割合に影響があり、例年より低

くなる可能性が高いことにご留意ください。 

   また、共同については、令和 6年 9月の要望量調査の面積に基づくと当市への

影響がないことを確認していますが、今後の各組織の申請状況によっては、満額

交付とならない可能性があります。 

 

２．今後のスケジュールについて ※      は活動組織が実施する内容です。 

時 期 内   容 

5 月 30 日まで 

市へ認定申請書類提出期限（新規・再認定組織） 

市へ変更認定申請書類提出期限（継続組織） 

※今年度は全組織において様式第１－１１号「環境

負荷低減のクロスコンプライアンス（みどりチェッ

ク）チェックシート」の提出が必須となります。 

7 月中旬 市が事業計画を認定 

7 月下旬まで 
市へ補助金交付申請書・概算払請求書提出期限 

（新規・再認定・継続組織） 

8 月下旬 活動組織へ補助金交付（第 1回目）70％程度 

8 月下旬 令和 8年度要望量調査 

10 月から 11 月 現地確認（市で組織の活動実施状況の確認） 
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時 期 内   容 

10 月下旬 活動記録・報告等に関する事務研修会 

11 月から 順次実績書類の確認実施 

11 月下旬まで 
市へ補助金変更交付申請書・概算払請求書提出期限 

（新規・再認定・継続組織） 

12 月下旬 
新規・再認定・継続活動組織へ補助金交付（第 2回

目）30％程度 

3 月下旬 市へ補助金実績報告書提出期限 

予定のため変更する場合があります。 

 

令和７年度の主な改正点 

1. 組織の体制強化への支援【資料 10－2】 

   広域活動組織の設立と活動支援班（複数の集落をまたいで共同活動を行う班）

の設置を併せて実施した広域活動組織に対し、40 万円/組織を加算します。 

2. 環境負荷低減の取組への支援【資料 10－2】 

   令和 6 年度まで環境保全型農業直接支払交付金で支援していた長期中干しや

冬期湛水等の水管理を伴う取組への支援については、資源向上支払の加算措置

（みどり加算）として支援します。 

3. 資源向上支払（長寿命化）の基本単価を適用する要件の変更【資料 10－2】 

   令和 7年度から活動組織の規模に関わらず、直営施工を実施しない場合は、基

本単価に 5/6 を乗じることとなりました。 

4. 申請・報告様式の変更【資料 10－2】 

   申請・報告書類の様式が一部変更（簡素化）されましたので、認定申請や実績

報告に当たっては、市ホームページからダウンロードし、新様式で作成してくだ

さい。 

 



活動の実施に伴う留意点 

 

１．安全管理の徹底について【資料 10－3】 

共同活動を行う際はヘルメットの着用、共同活動の安全のしおりを活用するな

ど事故の発生防止に努めてください。また、傷害保険への加入をお願いします。 

   事故が起きた際は、必ず市へ報告をお願いします。 

 

２．除草剤の使用について 

   多面的機能支払交付金の活動においては、草刈り機による除草が原則とされて

いますが、草刈り機の使用が困難な箇所や効率的な維持管理を図るために必要と

判断する場合は、地上部のみを枯死させる成長抑制剤等、環境や土壌侵食に影響

の少ない薬剤を用いて除草することが可能です。 

 

３．適正な組織運営の徹底について 

   県内において、日当が過大に受給されたり、日当の一部を合意形成が不十分な

まま積立金に充てたり、不適切な事案が見受けられました。 

   活動組織は、構成員の合意形成の徹底を図るとともに、総会等で決定した事項

は、欠席者を含め全員に周知してください。 

 

４．長寿命化工事 1件 200 万円上限について 

   長寿命化工事については原則 1 件 200 万円未満ですが、200 万円以上の工事を

実施する場合は市の審査が必要となりますので、必ず事前にご相談ください。 

同種の工事を 2 件に分けて実施しても、合計で 200 万円が上限となります。工

事の実施は、見積徴収の際に金額を確認し、活動計画書に沿って実施してくださ

い。 

 

５．活動組織の広域化推進について 

   当市では、令和 7年度から新たに 1組織が広域活動組織として活動を開始しま

す。今後、活動組織の広域化に関する理解が深まるよう、事務研修会で先進事例

の紹介や手順等を説明するなど、広域化を推進してまいります。 
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【概要】
農業生産条件の不利な中山間地域等において、
集落等を単位に、農用地を維持・管理していくため
の取決め（協定）を締結し、協定にしたがって農業
生産活動等を行う場合に、面積に応じて一定額を
交付する。

地域振興立法（特定農山村、過疎法
等）等で指定された地域で傾斜等の基
準を満たす農用地

対象地域

協定を締結し、5年間農業生産活動等
を継続する集落等

対象者

田
急傾斜（1/20以上） 最大21,000円/10a

緩傾斜等（1/100以上） 最大8,000円/10a

交付単価

交付対象の活動

①農業生産活動等を継続するための活動（基礎単価）

②体制整備のための前向きな活動（体制整備単価）

①＋②をどちらも実施する
と単価の10割を交付

ネットワーク化活動計画の作成【第6期対策から】
複数の集落協定間での活動の連携（ネットワーク化）や統
合、多様な組織等の参画に向けた計画を毎年度話合いを
重ねて作成。加算措置

棚田地域振興活動加算
• 認定棚田地域振興活動計画に基づき、棚田地域の振興を図る取組を
行う場合に加算

超急傾斜（1/10以上）
14,000円/10a

急傾斜（1/20以上）
10,000円/10a

超急傾斜農地保全管理加算
• 超急傾斜農地の保全及び農産物の販売促進等の取組を行う場合に
加算

6,000円/10a

ネットワーク化加算【第6期対策新規】
• 複数の集落協定間でネットワーク化等を行った上で、主導的な人材の
確保や農業生産活動等の継続のための活動を行う場合に加算

最大※10,000円/10a
※協定規模により変動
（上限：100万円/年）

スマート農業加算【第6期対策新規】
• スマート農業による作業の省力化等を図る取組を行う場合に加算

5,000円/10a
（上限：200万円/年）

【問合せ】上越市農林水産部農村振興課中山間地域農業対策室 TEL：025-520-5754
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棚田米販売促進

戦略を詳しくみる

商品づくり

・商品名・ロゴマーク公募
・イベントで棚田米の試食
・棚田米研究会の設置
・食味コンクールへ出品

つながり

・小学校（校外学習）向けの
　探求学習プログラムの作成
・棚田めぐりツアーの企画
・姉妹都市への物産展出店

情報発信

・意欲ある農業者等の
　ＰＲ動画やポスターを
　活用した販売活動を支援
・ふるさと納税返礼品創出

令和７年度
アクション
プラン

棚田米ＰＲ動画棚田米ＰＲポスター

　　　ポスターとＰＲ動画を販売活動にご活用ください 。貸し出し無料です！

「棚田米」の販売促進活動を始め、関係人口や交流人口の創出に向けた取組を
  展開し農業所得の向上、棚田の維持・保全・活用による地域活性化を目指します。
  棚田米の販売促進や関係人口等の創出に向けた具体的な取組の方向性や行動計画
（アクションプラン）を「棚田米販売促進戦略」としてとりまとめました。

②ＰＲ動画ＤＶＤ－Ｒ（約2分4 1 秒）

みん
なで棚田の魅

力

を広めよう！！

①ＰＲポスター（Ａ１）

【問合せ】上越市農村振興課中山間地域農業対策室　ＴＥＬ025-520-5754　/　FAX025-526-6185  

貸し出し方法は、ＱＲコードから市のホームページ
をご覧いただくか、下記までお問合せください。
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中山間地域で山菜やそば等へ

転換するための経費を支援します
ー中山間地域振興作物生産拡大事業ー

中山間地域の農地保全と農業生産活動を維持するため、作物を栽培していない農地や休耕する農
地で、新たに山菜やそばなどの振興作物を生産する農業者などへ必要な経費を支援します

■対象農地 市内の中山間地域において、下記のいずれかに該当する農地
• 作物を栽培していない農地
• 水稲の作付けが困難な農地
※中山間地域等直接支払交付金の協定農用地または作付けにより
協定農用地となる農地が望ましいです。

※生産面積が合計10アール未満の場合は対象外です。
※過去に市から同様の事業で補助を受けた農地は対象外です。

■対象作物 水稲を除く販売を目的に栽培する作物
※ほ場の条件等に応じた作物を事前に市と協議し、選定していただきます。
※収穫した作物は出荷する必要があります。

■補助内容 • 農地の再生作業･営農定着作業に要する経費の実費相当額
例：ほ場の明渠掘りのためのバックホウ借上料、除草剤や肥料の購入費、
人件費（草刈作業、施肥作業、苗の定植作業、播種作業）など

• 種苗の購入に要する経費の実費相当額
• 補助上限額（10アールあたり）

交付申請書 ほ場の位置・面積が分かる書類、ほ場の現況写真、構成員名簿

実績報告書 請求書又は領収書の写し、作業日報（兼領収書）、作業中・完了後の写真、出荷伝票

■注意事項 • 予算の範囲内で、随時申請を受け付けます。
• 必ず事業開始前に申請してください。
• 事業実施の翌年度以降３年間(事業実施年度を含めた4年間)は継続して補
助対象の作物を栽培及び出荷の上、出荷伝票等を提出していただきます。
植え付けから収穫まで複数年を要する作物の場合は、出荷するまでの間
は、毎年度、管理及び生育状況等を記した書類を提出していただきます。

• 必要に応じて鳥獣被害対策を実施してください。
• 申請書は市ホームページに掲載するほか下記問合せ先で配布します。

農地の再生作業・営農定着作業に要する経費 75千円

種の購入に要する経費 8千円

苗の購入に要する経費 100千円

■添付資料 • 主な添付資料は、以下のとおりです。申請・報告時に写真の提出が必要です。

【問合せ・申請書提出先】
上越市農村振興課中山間地域農業対策室 TEL 025-520-5754（直通）/ FAX 025-526-6185
浦川原区・柿崎区・板倉区総合事務所産業グループ
上記以外の各区総合事務所総務・地域振興グループ

■対 象 者 下記のいずれかに該当する農業者または団体など
• 認定農業者
• 中山間地域等直接支払交付金の集落協定、個別協定
• 農家組合
• 農業者3戸以上で構成する団体
• 農業者3戸以上が構成員となっている法人
※市税を完納している必要があります。

令和７年度

営農指導等の経験豊富な
「元気な農業づくり推進
員」が地域に適した作物の
選定や栽培方法等について
の相談に応じますので、お
気軽にお問合せください。
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令和７年度 農業法人従業員等研修会 開催要領 

 

１．趣  旨 

若手農業者等の意識醸成等をはかり、以て農業経営体等の経営発展に資するため開

催する。 

２．日  時   令和７年６月１６日（月）９：３０～１５：１０ 

３．会  場   新潟市 ＪＡ共済連新潟ビル ３階 会議室 

            新潟市中央区東中通 1番町 86番地 54 

     TEL 025-211-2817 

４．主  催   新潟県 新潟県農業法人協会 ＪＡ新潟中央会 

５．対象範囲   概ね就農・就業５年目以内の方を目途 

※経営者、ＪＡ担当職員等も積極的に参加いただければ幸いです。 

６．内  容 

時 間 内 容 

9:30 １．開会・挨拶 

9:35～9:55 

（20 分） 

２.【研修１】農業法人に従事するにあたって 

講師：(株）農プロデュース リッツ 代表 新谷 梨恵子氏 

9:55～10:15 

（20 分） 

３．【研修２】本県農業を巡る情勢等について 

講師：県農林水産部経営普及課 

10：20～15：00  

(3 時間 30 分) 

 

昼食休憩等並び

に休憩等は適宜 

４．【研修３】（仮題）「ビジネスコミュニケーションの習得と組織人と 

しての自己実現」 

講師：㈲マックス・ゼン パーフォーマンスコンサルタンツ 

   代表取締役  丸 山  結 香 氏 

項 目 骨 子 

①他者と共に働くとは？ 

・皆さんは『組織人』です 

・組織人とはどうあるべきか 

・他者と働く難しさとどう対応していくか 

②ビジネスにはビジネスの

コミュニケーションがある 

 

・農業はビジネスであり、皆さんはビジネス 

マン 

・ビジネスコミュニケーションの「伝え方」

（演習あり） 

～話し下手でも大丈夫、 

SDS 法と PREP 法～ 

・ビジネスコミュニケーションの「聞き方」

（演習あり） 

～アクティブ・リスニング（能動的傾聴） 

と要約～ 

＊研修内容は、参加人数によって一部変更する場合があります。 

15：00～15：10 ５．閉会・アンケート記入 
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７．参 加 費 

  １人当たり ２，０００円 

※ 昼食・資料代（消費税込）。研修日当日、受付時にお支払い願います。 

 

８．申込方法 

別添「参加申込書」により、６月６日(金)までに、後記の新潟県農業法人協会 

事務局あてお申し込み下さい（ＦＡＸまたはＥメール）。 

 

９．問い合わせ先（事務局） 

ＪＡ新潟中央会 農業振興部 営農担い手課  

新潟県農業法人協会事務局 担当／佐野・桑原 

〒951-8116 新潟市中央区東中通一番町 189 番地 3 

TEL.025-211-2817  FAX.025-227-1171 

E-mail h-sano@ja-niigata.or.jp 

 

 

 

【会場略図】 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修会場 
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（別 添） ※申し込み期限：６月６日(金)まで 

 

令和７年度 農業法人従業員研修会等 

参加申込用紙 

 

 

新潟県農業法人協会事務局（担当：佐野） 行 

FAX：   025-227-1171 

E-mail： h-sano@ja-niigata.or.jp 

 

令和７年   月   日 

所  属  先：                        

 

 

６月１６日開催の標記研修会に次のとおり参加を申し込みます。 

 

氏  名 
所 属 名 

（法人・機関・団体名、連絡先） 備 考 

  

TEL： 
 

  

TEL： 
 

  

TEL： 

 

  

TEL： 

 

  

TEL： 
 

 

（注）恐縮ですが、欄が不足の場合は追加してください。 
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